
２　施設の役割

３　施設の概要

◇入園料・利用料等　　　 ◇利用時間（休館日）

金額

試験料2,200円
入校料5,650円

9,900円/月

在職者訓練受講料 800円/1時間

敷地面積（所有者） 　敷地面積　約35,306平方メートル（県所有）

所管部局・課 産業経済部　産業人材育成課

１　施設の設置根拠（法律、条例等）

　職業能力開発促進法、群馬県立産業技術専門校の設置及び運営に関する条例

(1) 設置目的
　国及び都道府県は、労働者が段階的かつ体系的に職業に必要な技能及びこれに関する知識を習得す
ることができるように、職業能力開発施設を設置して職業訓練を行うものとする。（職業能力開発促進法
第15条の6より抜粋）

(2) 設置当初の状況
　戦前は軍需産業のための工員養成として、戦後は傷病兵や戦地引き揚げ者のための職業訓練を行う
施設として設置された職業補導所は、高度成長期に経済と社会の発展を目的とした産業界へ人材を輩出
する施設へと目的を変え、昭和44年の職業能力開発促進法制定と伴に現在の職業能力開発施設（職業
訓練校）として整備された。このときは、中卒者（一部高卒者）を中心とした若年者の養成訓練が中心で
あった。

(3) 施設を取り巻く現状
　県内産業の成長と高学歴化が進み、訓練内容の高度化と、高卒者訓練が求められるようになった。この
ことから、訓練の高卒課程化が進み、また、技術技能レベルも高度な内容へと変革し、県内に６校あった
訓練校は「産業技術専門校」として３校に統合され、現場を担う高度な人材を送り出す施設へと変遷して
いった。
　高崎産業技術専門校は多種多様な職種への就業を目指した、バラエティに富んだ科目を設定してい
る。また、中卒者や高校中退者等にも配慮し、若年者の再チャレンジ制度を豊富に備えるなど、積極的に
支援している。

設置年月日

区分

　平日　8:40～15:50（授業時間）

施設内訓練普通課程入
校関係費用

施設内訓練普通課程授
業料

　平成11年4月1日

主な施設（床面積、階数等)
　床面積　約12,533平方メートル
　本館棟3階建（講堂を合体施工）、実習棟2階建2棟、実習棟2階建1棟

建設費 　約5,600,000千円

県直営による公の施設の管理運営状況

施設の名称 群馬県立高崎産業技術専門校

所在地 高崎市山名町1268



４　施設における実施事業

５　管理運営コストの状況 (千円）

29年度（当初予算額） 28年度（決算額） 27年度（決算額） 26年度（決算額） 25年度（決算額）

86,646 84,426 85,184 86,390 112,933

使用料・手数料 22,363 16,973 16,316 16,590 12,209

国庫 63,967 66,714 68,441 69,037 100,123

その他 316 739 427 763 601

211,729 226,191 242,268 258,158 286,421

常勤職員 139,307 154,891 166,390 165,085 166,804

非常勤職員 9,753 7,664 7,078 7,369 7,449

委託料 17,463 15,929 14,697 14,697 14,236

その他 45,206 47,707 54,103 71,007 97,932

▲ 125,083 ▲ 141,765 ▲ 157,084 ▲ 171,768 ▲ 173,488

６　職員の状況（各年度4月1日現在） （人）

29年度 28年度 27年度 26年度 25年度

19 19 20 18 19

5 4 4 4 5

24 23 24 22 24

７　施設利用の状況

29年度※ 28年度 27年度 26年度 25年度

265 371 388 306 227

有料利用者数（人） 188 264 240 193 194

無料利用者数（人） 77 107 148 113 33

※　見込み数又は途中実績を記入

(1) 施設内訓練
　職業能力開発促進法では、職業訓練を高度職業訓練（職業に必要な高度な技能及び知識を習得する
ための訓練）と普通職業訓練（高度職業訓練以外の訓練）に区分しており、産業技術専門校では後者の
普通職業訓練（普通課程・短期課程）を実施している。施設内訓練は、専門校の施設内で実施している常
設の訓練である。

(2) スキルアップセミナー
　在職者を対象に、基礎的な技能の習得及び資格習得を容易にすることを目標として短期間の訓練を産
業技術専門校において実施している。普通職業訓練の短期課程で実施している。

・有料利用者数には施設内訓練の訓練生数及び在職者訓練受講者数（有料）
を、無料利用者数には在職者訓練受講者数（無料）を計上。29年度は8月現在
実績。
・施設内訓練の科目再編に伴い、25年度から26年度にかけて年間訓練定員
が20名減、26年度から27年度にかけて20名増。
・26年度以降、在職者訓練の受講者数（有料・無料とも）が増加。

　

常勤職員

25年度から26年度にかけて、委託訓練業務を前橋校に集約したため、歳入・
歳出ともに減。

歳　入 (1)　

歳　出 （2）　

歳入・歳出の差額 (1)－(2)

歳入・歳出の主な増減理由

区　　分

利用者の主な増減理由

臨時・非常勤職員

合　　計

　

区　　分

年間利用者総数（人）



８　必要性及び管理運営方法の方向性

区
分

■　見直しの検討が必要なものがある　　　□　当面見直しの必要はない

施
設
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指
定
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理
者
制
度

業
務
等
の
見
直
し

・　高崎産業技術専門校は、職業能力開発促進法で県が設置するものとされている職業能力開発校
であり、施設内訓練及び在職者訓練を実施している。
　施設内訓練では、労働力人口の減少が懸念される中、新卒者を中心に、民間では実施していな
い、又は校での実施の方が効率的・効果的に行える訓練（ものづくり人材の育成）を実施しており、も
のづくり産業を支える若年技能者を産業界に輩出し、産業界から高く評価されている。
　また、在職者訓練では、産業技術専門校における企業等の在職者のスキルアップのための訓練を
実施し、企業の人材育成を支援している。

・　廃止した場合には、ものづくり人材の育成・確保、企業の人材育成支援の役割・機能を果たせなく
なる。

・　高崎産業技術専門校は、民間との役割分担のもと、その役割・機能を十分に担っている現状に鑑
み、県の施設として現在のまま存続することが適当である。

・　指定管理者制度への移行については、結果が求められる中で事業の採算性が見込めないことか
ら、民間事業者等がどこまで対応できるか懸念される。万一、移行しても、事業の継続ができなくなっ
た場合には指導員の技術や技能が途切れ、人的問題から県直営での再開は困難であることから、
現段階では、国や他県の動向を見据えながら慎重に検討していく必要がある。

・　産業技術専門校としての役割・機能を十分に果たせるよう、コスト削減やサービス効率化、県民
ニーズの把握と業務へのフィードバック、施設のＰＲ等にこれからも努めていく。

■　県の施設としてこのまま存続　　　□　県の施設として事業規模等を縮小して存続
□　市町村に移管・譲渡　　　□　民営化・民間譲渡　　　□　廃止　　　□　その他

■　県直営　　　□　指定管理者制度導入　　　□　その他

内容


